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１．平成24年３月期の業績（平成23年４月１日～平成24年３月31日）
（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年３月期 346 310.7 △333 － △366 － △398 －

23年３月期 84 △28.4 △519 － △549 － △555 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年３月期 △1,741. 80 － △21.7 △12.8 △96.3

23年３月期 △3,599. 92 － △38.8 △27.0 △616.5

(参考) 持分法投資損益 24年３月期 －百万円 23年３月期 －百万円

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年３月期 3,662 1,858 49.9 7,783. 22

23年３月期 2,037 1,848 90.7 8,364. 28

(参考) 自己資本 24年３月期 1,828百万円 23年３月期 1,847百万円

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年３月期 △293 △1,721 1,924 1,781

23年３月期 △579 △4 1,449 1,872

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 － 0. 00 － 0. 00 0. 00 － － －

23年３月期 － 0. 00 － 0. 00 0. 00 － － －

25年３月期(予想) － 0. 00 － 0. 00 0. 00 －

３．平成25年３月期の業績予想（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 69 △67.2 △529 － △530 － △531 － △2,263. 18

通 期 242 △30.1 △1,172 － △1,189 － △1,192 － △5,074. 78

k-fujimoto
財務会計基準機構



・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。

・当社は、平成24年５月14日に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。その模
様及び説明内容（音声）については、当日使用する決算説明資料とともに、開催後速やかに当社ホーム
ページに掲載する予定です。

※ 注記事項
（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
② ①以外の会計方針の変更
③ 会計上の見積りの変更
④ 修正再表示

：
：
：

無
無
無

（２）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年３月期 234,935株 23年３月期 220,885株

② 期末自己株式数 24年３月期 －株 23年３月期 －株

③ 期中平均株式数 24年３月期 228,501株 23年３月期 154,220株

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当事業年度においては、平成23年3月に発生した東日本大震災の影響、ギリシアに端を発した欧州の

債務危機による世界経済の混乱、そのあおりを受けた円高の進行などにより日本経済は急速に落ち込み

ましたが、その後の復興活動の進展に伴い、復調の兆しが一部に見えてまいりました。

（主要パイプライン開発促進及びライセンス・共同研究契約）

当事業年度において、当社は、主要パイプラインの開発推進および製薬企業へのライセンス活動に取

り組み、平成23年9月には興和株式会社とエピルビシンミセル（NC-6300：pH応答性ミセル）についてラ

イセンス及び共同開発に関する契約を締結いたしました。

また、平成24年３月にはエーザイ株式会社との共同研究契約を締結し、当社の基盤技術であるミセル

化ナノ粒子技術を用いて同社所有の薬物に適応させ、開発可能性を検証する取り組みを開始しておりま

す。

（大規模な資金調達）

当事業年度の最大の成果として、日本のバイオベンチャーの黎明期から同分野に投資をしてきた長い

経験と実績を持つ株式会社ウィズ・パートナーズが運営するファンドから、平成24年３月に、17億円の

転換社債型新株予約権付社債及び行使された場合には最大で20億円が払い込まれる新株予約権の発行に

より、大規模な資金を調達することに成功いたしました。当社の２つのパイプライン(NC-6004及びNC-

4016)を中核に据えたビジネスプランは、日本のバイオベンチャーを一段高い成功に導くための必要資

金を供給するという株式会社ウィズ・パートナーズの投資戦略にも合致し、お互いに持つ経営資源を最

大限に活用してグローバルな製薬バイオベンチャーを目指すことに合意をいたしました。

この他、当事業年度において興和株式会社に対して第三者割当増資を実施したこと等により、総額約

20億円を調達いたしました。

（資金調達の目的）

当社は、各種医薬品パイプラインの研究開発段階にあり、製品の承認・上市に至るまでには長期の時

間と多額の研究開発費用が必要であり、研究開発の進捗に伴い安定的な資金を先行して確保する必要が

あります。今回の資金調達は、この課題を解決するとともに、開発の進捗を自らコントロールし、より

計画的に開発を進めることを可能とするとともに、開発段階を進捗させ、製品価値を増大することによ

り、それぞれの製品が持つ製品価値の最大化を実現するものと考えております。

（主要パイプラインの進捗状況）

４つの主要パイプラインは下記のように進捗しております。

パクリタキセルミセル（NK105）につきましては、アジア領域を対象としたライセンス先である日本

化薬株式会社によって、国内で乳がん等を対象に臨床試験が進められております。同社では、早期承認

取得を目指し、平成24年中に第Ⅲ相臨床試験を開始するよう尽力中であります。

シスプラチン誘導体ミセル（NC-6004：ナノプラチン®）につきましては、アジア領域（日本、中国等

を除く）を対象にライセンス先であるOrient Europharma Co., Ltd.と共に、膵臓がんを対象とした第

Ⅰ相／第Ⅱ相臨床試験を台湾及びシンガポールで実施中であり、平成23年７月に有効性及び安全性を検

証するための第Ⅱ相臨床試験パートに入りました。同試験は順調に進んでおり、また、日本国内におけ

る臨床試験については、試験実施に向けて準備を進めております。

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

－2－



ダハプラチン誘導体ミセル（NC-4016）につきましては、第Ⅰ相臨床試験実施の準備及び第Ⅱ相臨床

試験実施に向けての計画策定を行っており、国内外で提携先との交渉にも尽力しております。

エピルビシンミセル(NC-6300：pH応答性ミセル)につきましては、平成23年９月26日、興和株式会社

との間でライセンス及び共同開発に関する契約を締結し、新たに主要パイプラインに加わることになり

ました。同社とは共同開発体制を構築し、前臨床試験を進めており、平成25年の第I相臨床試験開始に

向け準備を進めております。

（新規開発パイプラインの進捗状況）

その他の新規開発パイプラインについては、自社での研究開発を進める一方、京都大学との核酸医薬

に関する共同研究を始め、東京大学や国立がん研究センター病院など国内外の研究機関や製薬企業と、

低分子化合物だけでなく、siRNA、タンパク質など高分子化合物をも対象とする共同研究やフィージビ

リティスタディを実施しております。

以上の結果、当事業年度は、興和株式会社からのライセンス及び共同開発契約締結に伴う契約一時金

収入等により売上高は346百万円（前事業年度比310.7%増）、営業損失は333百万円（前事業年度営業損

失519百万円）、経常損失は366百万円（前事業年度経常損失549百万円）、当期純損失は398百万円（前

事業年度当期純損失555百万円）となりました。

＜第17期（平成25年３月期）の見通し＞

（主要パイプラインの研究開発加速化及び事業開発（ライセンスアウト）の積極的な推進）

第17期の最重要課題は、調達した資金を活用した主要パイプライン(NC-6004およびNC-4016) の自社

開発による上市への道筋を明確化するとともに、可能な限り早く、かつ、最も効率的な方法で臨床試験

を進め、製品価値を最大限に高めることです。また、研究開発の進捗状況に合わせながら事業開発活動

（ライセンスアウト）を積極化していくことも重要な課題です。臨床開発のステージが上がることで、

より良い経済的な条件をベースに、地域別またはグローバルでのライセンス・提携交渉を製薬企業と行

ってまいります。

（研究開発費の大幅な増額）

上述の戦略を実施し、目標を達成するためには今まで以上に研究開発の速度を上げる必要があり、研

究開発費及び臨床開発等その他の開発活動に必要な費用は合計1,035百万円（当事業年度320百万円）

と、当事業年度を比べ大幅な増額（当事業年度比317.5%）を見込んでおります。なお、費用の内訳は、

研究開発費322百万円（当事業年度203百万円）、その他の開発活動による費用712百万円（当事業年度

117百万円）であります。

以上、研究開発費の大幅な増額により、当期純損失は最大1,192百万円（当事業年度当期純損失398百

万円）まで拡大する可能性があります。

（事業開発（ライセンスアウト）活動）

事業開発活動にともなう売上については、現在、契約済みのものは、興和株式会社とのライセンス及

び共同開発に関する契約に基づくマイルストーン収入等（242百万円）であり、この収入を次期の売上

として計上しております。これ以外の継続中または今後の事業開発活動（ライセンス）による売上につ

いては、現時点では一切計上しておりません。今後、契約を締結した場合には、売上の増額として計上

されることになります。
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（現時点での次期業績予想のボトムライン）

次期の業績予想につきましては、上述のとおり、現時点では、売上高は、242百万円（当事業年度比

30.1％減）、営業損失は1,172百万円（当事業年度営業損失333百万円）、経常損失は1,189百万円（当

事業年度経常損失366百万円）、当期純損失は1,192百万円（当事業年度当期純損失398百万円）として

います。

（主要パイプライン等の個別の計画および見通し）

主要パイプライン等の個別の計画および見通しは以下の通りです。

ナノプラチン®（NC-6004）につきましては、Orient Europharma Co., Ltd.と台湾及びシンガポール

で共同実施している臨床第Ⅰ相／第Ⅱ相試験を着実に推進し、年度内の治験薬投与の完了を目指すとと

もに、日本国内についても、治験申請を行い、臨床試験を開始することを目標に準備を進めます。

ダハプラチン誘導体ミセル（NC-4016）につきましては、欧州で進められていた第Ⅰ相臨床試験を再

開し、第Ⅱ相臨床試験の実施ができるよう準備を進めます。

エピルビシンミセル(NC-6300：pH応答性ミセル)につきましては、ライセンス及び共同開発に関する

契約に基づき、興和株式会社と共同開発体制を構築し、前臨床試験を進めるとともに、平成25年の第Ⅰ

相臨床試験開始に向け、治験用製剤の製造等の準備を進めます。

その他、新規パイプライン拡大のための自社での研究開発並びにミセル化ナノ粒子技術の持つ高い汎

用 性 を 探 求 す る た め、大 学 等 研 究 機 関（京 都 大 学 等）や 製 薬 企 業、バ イ オ 企 業（LFB

Biotechnologies、エーザイ株式会社等）との共同研究を進めてまいります。
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① 資産、負債及び純資産の状況

当事業年度末における資産は、前事業年度末に比べ1,624百万円増加し、3,662百万円となりました。

これは主に現金及び預金並びに長期性預金の増加によるものです。負債につきましては、前事業年度末

に比べ1,614百万円増加し、1,803百万円となりました。これは主に転換社債型新株予約権付社債の増加

によるものです。純資産合計につきましては、前事業年度末に比べ10百万円増加し、1,858百万円とな

りました。これは主に、資本金及び資本剰余金並びに新株予約権の増加が当期純損失の計上による利益

剰余金の減少を上回ったこと等によるものです。

② キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ90百万円

減少し、1,781百万円となりました。当事業年度のキャッシュ・フローの概況は以下の通りです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、研究開発の推進に伴う研究開発費の支出等による税引前当期

純損失395百万円等の資金減少要因が、減損損失30百万円等の資金増加要因を上回り、293百万円の支出

（前事業年度は579百万円の支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,721百万円の支出（前事業年度は4百万円の支出）となりま

した。投資活動は、主に定期預金の預入による支出1,700百万円を計上したこと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、期中に行った第三者割当増資及び新株予約権の行使請求に伴

う新株式発行並びに平成24年３月に実施した第三者割当による転換社債型新株予約権付社債及び新株予

約権の発行等により、1,924百万円の収入（前事業年度は1,449百万円の収入）となりました。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

（２）財政状態に関する分析

平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期

自己資本比率 93.3 95.4 89.1 90.7 49.9

時価ベースの自己資本比率 145.0 117.8 273.5 288.5 262.0

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

－ － － － －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

－ － － － －
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当社は創業以降、利益配当は実施しておらず、当期及び次期についても無配の予定であります。

当社の医薬品事業については引き続き研究開発活動を実施していく必要があるため、研究開発活動の

継続的な実施に備えた資金の確保を優先する方針です。株主への利益還元については重要な経営課題と

認識しておりますが、利益計上された段階において経営成績及び財政状態を勘案しつつ利益配当につい

ての方針を検討する所存であります。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

－6－



当社の経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがありま

す。

①会社の事業内容について

a. 現在の事業内容

1) 提携候補先とのライセンス契約の締結について

当社は、ミセル化ナノ粒子技術を特許等の知的財産として所有しており、有用性(有効性、安全

性)を向上させた医療ニーズに応える新規医薬品を開発提供すべく、ナノテクノロジーを応用した

製剤技術を基盤に創薬の研究開発を進めております。各パイプラインの研究開発を進めて製品化に

到達するために、当社は事業段階に応じた展開を図っており、現状のビジネスモデルは、①自社開

発、②共同研究、③ライセンスアウトの３パターンとなっています。

上記のビジネスモデルのうち、②の共同研究及び③のライセンスアウトに関しては、事業展開

上、各パイプラインにおける提携候補先との共同研究契約、もしくはライセンス契約の締結時期及

び条件は、当社の事業計画に重大な影響を及ぼすこととなります。また、契約を想定通りに締結で

きなかった場合にも、経営成績や財政状態並びに開発計画等に重大な影響を与えることとなりま

す。

2) 既存の化合物を利用することによる医薬品開発のリスク低減について

当社が取り組むプロジェクトの主たるものは、既に薬効が確認されている化合物をベースにミセ

ル化ナノ粒子技術と融合させ、新剤型医薬品、あるいは新有効成分としていることから、当社で

は、全く新規(この世の中に存在していなかった)の構造を有する化合物に比して、医薬品とするた

めの開発リスクが低く、成功確率が高いと考えております。

しかし、長期の開発期間中に管轄当局の規制方針の変更などにより、開発リスクや成功確率が当

社の想定通りの水準におさまるとは断定できず、当社の想定以上に開発リスクが高くなった場合、

あるいは成功確率が低くなった場合には、当社の事業展開に支障を及ぼすこととなります。

3) パイプラインの拡充について

当社は、薬物と当社のポリマーを結合させて新有効成分とする研究開発の過程で生じる新しい発

明の特許出願を行い、排他性を確保することが重要になります。当社ではこれらの特許等に裏付け

られた技術をベースにパイプラインを増やしていく必要があると考えています。しかし、想定通り

に特許等に裏付けられたパイプラインを増やしていけるかどうかは不確定であり、また、各パイプ

ラインの研究開発を想定通りに進めていけるという保証もありません。想定通りにパイプラインを

増やせなかった場合、あるいは各パイプラインの研究開発が想定通りに進められなかった場合、当

社の事業展開は悪影響を受けることになります。

4) 医薬品の申請区分に関する評価について

当社は既存化合物だけではなく、新薬についても当社技術と融合して新有効成分とする医薬品の

開発を目指しており、申請区分については、当社開発中の製品のほとんどが新規化合物になると考

えております。しかしながら、実際に想定通りの評価が得られるとは限らず、管轄当局より、当社

想定通りの評価を得られなかった場合、当社の事業展開は影響を受ける可能性があります。

（４）事業等のリスク
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b. 当社の医薬品の開発状況について

1) 当社のパイプラインについて

当社には、現在まで上市された承認済の医薬品はありません。開発中のパイプラインはパクリタ

キセルミセル(NK105)、ナノプラチン®(NC-6004)、ダハプラチン誘導体ミセル(NC-4016)及びエピル

ビシンミセル（NC-6300)の主要パイプライン４品目と基礎研究中の新規開発パイプライン４品目の

計８品目です。当社のパイプラインは全て、未だ研究開発途中であり、将来、医薬品として上市さ

れる保証はなく、開発中止の可能性や、開発遅延の可能性もあります。

また、先行して臨床開発段階に入っているパクリタキセルミセル(NK105)及びナノプラチン®(NC-

6004)並びにダハプラチン誘導体ミセル(NC-4016)の承認の可否は、当社事業に重大な影響を及ぼす

おそれがあります。

さらに、日本及び海外の両地域で展開予定のパイプラインについては、先行地域の臨床開発が遅

延した場合、後続地域の臨床開発遅延につながる可能性もあり、当社の事業計画の進捗に影響を及

ぼすおそれがあります。

2) パクリタキセルミセル(NK105)の開発について

パクリタキセルミセル(NK105)に関しては、日本及びアジアにおいて研究、開発、製造、使用及

び販売する実施権を日本化薬株式会社に独占的に許諾しており、日本化薬株式会社主導の臨床試験

の進捗に依存しております。同臨床試験は、第Ⅱ相臨床試験を既に終了しておりますが、未だ開発

途中であり、医薬品として製造販売承認を受け、上市に至るかどうかは不確定であります。

また、開発に関する意思決定は日本化薬株式会社によってなされるため、同社が開発の中断また

は延期等の決定をした場合、当社の事業に重大な影響を及ぼすおそれがあります。さらに、臨床試

験期間が想定期間よりも長期化する可能性もあります。当社は日本化薬株式会社における臨床試験

の進捗状況に応じて、同品目のアジア以外の海外展開を検討する方針であるため、上記進捗が想定

通りに展開されない場合、事業計画上の悪影響を受ける可能性があるなど、このパクリタキセルミ

セル(NK105)の開発動向が当社の事業に影響を与える一因となると考えております。

3) ナノプラチン®(NC-6004)の開発について

ナノプラチン®(NC-6004)に関しては、日本、中国、インド等を除くアジア地域における製造権を

除く実施権を、台湾のOrient Europharma Co., Ltd.に許諾しており、同社と共同で臨床試験を行

っております。同品目は、膵がんを対象とし、台湾及びシンガポールにて第Ⅱ相臨床試験を実施し

ておりますが、未だ開発途中であり、医薬品として製造販売承認を受け、上市に至るかどうかは不

確定であります。また、同社が開発の中断または延期等の意向を示した場合、当社の事業に影響を

及ぼす可能性があります。さらに、臨床試験期間が想定期間よりも長期化する可能性もあります。

また、当社は台湾での臨床試験の進捗状況に応じて、同品目の日本国内等における展開を検討する

方針であるため、臨床試験が事業計画通り進捗しない場合、本製品の開発動向が当社の事業に影響

を与えると考えております。

４) ダハプラチン誘導体ミセル(NC-4016)の開発について

ダハプラチン誘導体ミセル(NC-4016)に関して、Debiopharm S.A.へのライセンス契約に基づき、
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第Ⅰ相臨床試験を実施いたしました。平成23年3月に同社とのライセンス契約を終了し、当社は第

Ⅰ相／第Ⅱ相臨床試験を継続する計画ですが、未だ開発途中であり、医薬品として製造販売承認を

受け、上市に至るかどうかは不確定であります。また、その後に新たな提携先と新規契約が締結さ

れない場合、当社事業に影響を及ぼすおそれがあります。さらに、臨床試験期間が想定期間よりも

長期化する可能性もあり、本製品の開発動向が当社の事業に影響を与える一因となると考えており

ます。

c. 今後の事業の見通しについて

前述の通り当社としては、事業計画を予定通り推進して早期の新薬開発、承認発売を目指しており

ますが、医薬品の開発には多額の開発コストと長期間を要します。当社は、平成24年３月に実施した

第三者割当による転換社債型新株予約権付社債及び新株予約権の発行により、当面の開発資金の確保

に目処はつきましたが、不確定要因もあり、また製造販売承認の時期も不確定であることから、当社

の事業計画はその影響を受けることとなり、当社の想定通りに開発した医薬品の生産及び販売が行わ

れる保証はありません。

なお、製造販売承認が得られなければ開発コストを回収できないこととなり、また製造販売承認が

得られても、当社の事業計画上の目標売上を達成できない可能性もあります。

d. 特定の取引先への依存について

1) 特定の販売先への依存について

当社の主な販売先は以下のとおりであります。当事業年度における販売に関しては、興和株式会

社への依存度が高く、同社に対する販売は、当社の売上高のうち92.8％を占めております。しかし

ながら、同社が今後、当社との取引を継続的に行う保証はありません。従いまして、同社の当社と

の取引方針の変更、収益動向の変化または事業活動の停止などにより当社の業績に重大な影響が生

じる可能性があります。

2) 特定の仕入先への依存について

当社の主な仕入先は以下の通りであります。当事業年度における仕入に関しては、コーア商事株

式会社及び家田ケミカル株式会社の２社への依存度が高く、これらの会社からの仕入は、当社の仕

入高のうちそれぞれ37.7％及び30.5％を占めております。

上記２社からは、原料及び研究用試薬等を仕入れておりますが、今後、これらの会社が当社との

取引を継続的に行う保証はありません。従いまして、これらの会社の当社との取引方針の変更、収

益動向の変化または事業活動の停止などにより、当社の研究開発活動に遅延が生じ、当社の業績に

相手先

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

興和株式会社 － － 321,513 92.8

LFB Biotechnologies 40,043 47.5 2,420 0.7

Ａ社 9,523 11.3 9,523 2.8

Ｂ社 9,000 10.7 － －
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重大な影響が生じる可能性があります。

e. 経営成績及び財政状態について

当社は平成８年６月14日の設立以降一貫して医薬品の開発を目指した研究開発活動を行っており、

現在まで毎期研究開発費を中心とした費用が収益を上回り、当期純損失を計上する状態が続いていま

す。また、最近５事業年度については、連続して営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスとな

っています。

〔最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移〕

f. マイナスの繰越利益剰余金が計上されていることについて

当社は研究開発型のベンチャー企業であり、臨床段階にあるパイプラインが上市し、ロイヤリティ

収入等の安定した収益を受ける体制となるまでは、多額の研究開発費用が先行して計上されることと

なります。そのため、５事業年度連続して当期純損失を計上しており、当事業年度末においては、△

5,306,122千円の繰越利益剰余金を計上しております。

当社は、パイプラインを計画通り、迅速、効率的かつ着実に推進することにより、早期の利益確保

を目指しておりますが、将来において計画通りに当期純利益を計上できない可能性もあります。ま

た、当社の事業が計画通りに進展せず、当期純利益を計上できない場合には、マイナスの繰越利益剰

余金がプラスとなる時期が著しく遅れる可能性があります。

相手先

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

仕入高(千円) 割合(％) 仕入高(千円) 割合(％)

コーア商事株式会社 780 2.4 31,800 37.7

家田ケミカル株式会社 18,317 34.2 25,718 30.5

日本チャールズリバー株式会社 2,214 4.1 2,580 3.1

第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (千円) 262,718 353,648 117,820 84,337 346,344

経常損失 (千円) 491,607 523,742 492,341 549,556 366,204

当期純損失 (千円) 494,032 524,480 494,790 555,178 398,003

資本金 (千円) 2,630,093 2,667,589 2,691,719 3,387,225 3,576,730

発行済株式総数 (株) 122,963 127,079 128,579 220,885 234,935

純資産額 (千円) 1,907,779 1,458,242 1,014,475 1,848,533 1,858,624

総資産額 (千円) 2,044,217 1,529,327 1,135,357 2,037,849 3,662,578

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △588,172 △456,620 △451,997 △579,113 △293,705

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △18,605 △3,998 △8,065 △4,541 △1,721,201

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 643,080 74,993 97,370 1,449,447 1,924,006
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g. 資金繰りについて

当社は研究開発型企業として、自社研究や大学等との共同研究等を行っておりますが、多額の研究

開発資金が必要となります。そのため、事業計画が計画通りに進展しない等の理由から想定したタイ

ミングで資金を確保できなかった場合には資金不足となり、当社の資金繰りの状況によっては事業存

続に多大な影響を与える可能性があります。

h. 税務上の繰越欠損金について

当事業年度末には、当社に税務上の繰越欠損金が存在しております。そのため、事業計画の進展か

ら順調に当社業績が推移する等して繰越欠損金による課税所得の控除が受けられなくなった場合に

は、通常の税率に基づく法人税、住民税及び事業税が計上されることとなり、当期純利益又は当期純

損失及びキャッシュ・フローに影響を与える可能性があります。

i. 競合について

当社はミセル化ナノ粒子技術をコアとして、現時点では抗がん剤に特化した医薬品開発を実施して

おります。抗がん剤を含めた新規医薬品の市場は国内外を問わないことから、日本国内のみならず世

界中の同業他社と競合状態にあります。タキソール系のパクリタキセル、あるいはシスプラチンなど

の白金系抗がん剤をリポソーム化した新規製剤や、類似の薬物を用いた経口剤がいくつか開発されて

おり、当社の開発品目にとって、これらは競合する可能性があると考えます。当社としては、早期の

新薬開発、発売を目指しておりますが、他社が同様の効果や、より安全性のある製品を当社より先に

販売した場合や、当社製品の販売後にこれを上回る製品が販売された場合、当社が新製品を発売して

も期待通りの収益をあげることができない可能性があります。

② 経営上の重要な契約等

以下に当社のビジネス展開上、重要と思われる契約の内容を記載しております。なお、当社は、これ

らの契約に関して、いずれも当社事業の根幹に関わる重要な契約であると認識しております。したがっ

て、当該契約の破棄が行われた場合、当社にとって不利な契約変更が行われた場合及び契約期間満了後

に契約が継続されない場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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a. 技術導出契約

1) 実施許諾基本契約

2) 契約書

3) LICENSE AGREEMENT of NC-6004

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

日本化薬株式会社

(平成14年６月12日)

平成14年３月31日から、

日本化薬株式会社がパク

リタキセル含有ポリマー

ミセル (以下「本ミセ

ル」という。)又は本ミ

セル化成分を含有する医

薬品製剤(以下「本医薬

品製剤」という。)の研

究、開発、製造または販

売を行っている間。

①  当社は、日本化薬株式会社に対し、日本及びアジアに

おいて、本ミセル及び本医薬品製剤を研究、開発、製

造、使用及び販売する独占的実施権(再実施許諾権付)

を日本化薬株式会社に許諾し、その他の地域におい

て、本医薬品製剤を販売する非独占的実施権を許諾す

る。

②  本ミセル及び本医薬品製剤の開発は日本化薬株式会社

が実施し、当社は同社より、契約一時金及び開発ステ

ージに応じたマイルストーンの支払いを受ける。

③  製品の上市後、日本化薬株式会社は、当社に対し、正

味販売高に一定料率を乗じたロイヤリティを支払う。

ロイヤリティは、当社の工業所有権のすべてが消滅し

た時、又は本医薬品製剤を最初に上市した日から10年

のいずれか遅い日まで支払われる。

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

日本化薬株式会社

(平成18年11月22日)

平成18年11月22日から、

上記1）の実施許諾基本

契約の終了日まで。

①  当社は日本化薬株式会社に対し、後述のb.技術導入契

約 2）新技術開発あっせん契約により、独立行政法人

科学技術振興機構(以下「JST」という。)から実施許諾

を受けた特許について、非独占的な再実施権を許諾す

る。

②  当社がJSTに支払う契約一時金は、当社と日本化薬株式

会社が均等に負担する。

③  日本化薬株式会社は、当社に対し、当該再実施許諾の

対価として、対象特許の存続期間中、同社との平成14

年６月12日付け実施許諾基本契約に従って支払われる

ロイヤリティに、同社の正味販売高に一定料率を乗じ

た額を加算して支払う。

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

Orient Europharma 

Co.,Ltd.(以下「OEP社」

という。)

(平成20年９月12日)

契約締結日から10年間。

ただし、当事者の一方か

ら契約終了の意思表示が

ない場合、自動更新され

る。

①  当社は、OEP社に対し、ナノプラチン®(NC-6004)(以

下、「本製剤」という)に関する当社の技術について、

オーストラリア、ニュージーランド、インドネシア、

韓国、台湾、タイ、香港、マレーシア、フィリピン、

シンガポール、ベトナム、マカオ、ミャンマー、ブル

ネイ、カンボジア、ラオス、東チモールにおける共同

開発及び商品化の権利を許諾する。

②  当社は、OEP社より、実施許諾の対価として、契約一時

金及び開発ステージに応じたマイルストーンの支払い

を受ける。

③  当社は本製剤の開発中及び上市後も、本製剤の製造権

を有し、本製剤開発中においては、OEP社は本製剤製造

費の50％相当額を負担し、上市後は、本製剤の薬価に

一定割合を乗じた額で当社から製剤の供給を受ける。
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4）独占ライセンス契約

5）NC-6300ライセンス及び共同開発に関する契約

b. 技術導入契約

1）実施許諾契約書

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

国立大学法人東京大学、

株式会社東京大学TLO及

び日油株式会社

(平成21年12月８日)

平成21年12月８日から、

対象特許の全てが効力を

失う日まで。

①  当社は、国立大学法人東京大学及び株式会社東京大学

TLOから独占的実施権を許諾された「静電結合型ミセル

薬剤担体とその薬剤」他４発明につき、内包物及び地

域を限定して遺伝子治療分野における再実施を日油株

式会社に許諾する。

②  日油株式会社は、再実施権の対価として、株式会社東

京大学TLO及び当社に対してそれぞれ、一定額の一時金

及び、正味販売額に一定の料率を乗じた実施料を支払

う。

③  国立大学法人東京大学、株式会社東京大学TLO、当社及

び日油株式会社が別途合意した場合、契約の全部又は

一部を解約又は変更することができる。

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

興和株式会社

（平成23年９月26日）

契約締結日より30年間ま

たは本契約に基づくロイ

ヤリティの最終支払義務

が終了するまで。

① 当社は、本契約により興和株式会社にエピルビシンミ

セル（NC-6300）製剤の全世界における販売及び製造を

許諾する。

② 興和株式会社は実施許諾の対価として、契約締結時及

び開発の各段階において、最大で総額24億円の契約一

時金及びマイルストーンを当社に支払う。

③ 当社はエピルビシン結合ポリマーの供給を行い、ま

た、当該製剤の上市後は、販売額に一定料率を乗じた

継続的実施料を受け取る。

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

株式会社先端科学技術イ

ンキュベーションセンタ

ー(現：株式会社東京大

学TLO)

(平成13年１月26日)

平成13年１月26日から、

対象特許が効力を失う日

まで。

①  株式会社東京大学TLOは、株式会社東京大学TLOが所有

する特許「シスプラチン内包高分子ミセル」につい

て、日本国内及び当社が希望する外国において、シス

プラチン内包ミセル等を開発、製造、販売することが

できる再実施許諾権付きの独占実施権及び専用実施権

を当社に許諾する。

②  当社は、実施権の対価として、一時金及び当社が実施

した場合は当社の正味販売額に一定料率を乗じた実施

料を、当社が再実施許諾した場合は再実施権者の正味

販売額に一定料率を乗じた実施料を株式会社東京大学

TLOに支払う。

③  株式会社東京大学TLO、又は当社は60日間の予告期間を

おいて相手方に文書により通知した上、双方合意すれ

ば契約の全部又は一部を解約又は変更することができ

る。
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2）新技術開発あっせん契約書

3）実施許諾契約書及び覚書

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

独立行政法人科学技術振

興機構

(平成18年８月８日)

平成18年８月８日から、

対象特許が効力を失う日

まで。

①  JSTは、当社に対し、JSTが所有する「物理吸着型高分

子ミセル医薬」に関する特許及び特許出願(日本、豪

州、米国、カナダ、欧州、韓国)について、パクリタキ

セルを内包した高分子ブロックコポリマーによるミセ

ル化製剤の研究開発、製造及び販売を行うための再実

施権付通常実施権(外国出願については再実施権付実施

権)を当社に許諾する。

②  当社は、実施許諾の対価として、契約一時金及びラン

ニングロイヤリティとして、製剤の正味販売高に一定

料率を乗じた額をJSTに支払う。

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

株式会社東京大学TLO

(平成16年５月19日)

平成16年５月19日から、

対象特許が効力を失う日

まで。

①  株式会社東京大学TLOは、株式会社東京大学TLOの所有

する特許「ジアミノシクロヘキサン白金(II)とポリ(カ

ルボン酸)セグメント含有ブロック共重合体との配位錯

体、その抗腫瘍剤」について、日本国内及び当社が希

望する外国において、ダハプラチン内包ミセル等を開

発、製造、販売及び使用することができる再実施許諾

権付きの独占実施権及び専用実施権を当社に許諾す

る。

②  当社は契約一時金を株式会社東京大学TLOに支払う。

③  株式会社東京大学TLO又は当社は60日間の予告期間をお

いて相手方に文書により通知した上、双方合意すれば

契約の全部又は一部を解約又は変更することができ

る。

国立大学法人東京大学及

び株式会社東京大学TLO

(平成18年３月31日)

平成16年５月19日から対

象特許が効力を失う日ま

で。

当社は、実施権の対価として、当社が実施した場合は当社

の正味販売額に一定料率を乗じた実施料を、当社が再実施

許諾した場合は、再実施権者の正味販売額に一定料率を乗

じた額又は当社が再実施権者から得た実施料に一定料率を

乗じた額の何れか低い実施料を株式会社東京大学TLOに支払

う。
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4) 独占ライセンス契約

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

株式会社東京大学TLO

(平成18年７月31日)

平成18年７月31日から、

対象特許が効力を失う日

まで。

①  株式会社東京大学TLOは、株式会社東京大学TLOの所有

する「静電結合型高分子ミセル薬物担体とその薬剤」

に関する特許権及び特許出願について、日本、米国、

カナダ、欧州、豪州、韓国において再実施許諾権付き

の独占実施権を当社に、内包物を限定し許諾する。

②  当社が、専用実施権の登録が認められる許諾国につい

て専用実施権の登録を求め、株式会社東京大学TLOと合

意した場合、専用実施権の登録を行うことができる。

③  当社は、実施権の対価として、一時金及び当社の新株

予約権を付与する。また、当社が実施した場合は当社

の正味販売額に一定料率を乗じた実施料を、当社が再

実施許諾をした場合は、再実施権者の正味販売額に一

定料率を乗じた実施料を株式会社東京大学TLOに支払

う。

④  株式会社東京大学TLO及び当社が合意した場合、契約の

全部又は一部を解約又は変更することができる。

株式会社東京大学TLO

(平成20年４月１日)

平成20年４月１日から、

対象特許及び上記「静電

結合型高分子ミセル薬物

担体とその薬剤」の両方

が効力を失う日まで。

①  株式会社東京大学TLOは、株式会社東京大学TLOが実施

許諾権を有する「核酸用ミセル」に関して、日本国及

び当社が希望する国における再実施許諾権付きの独占

実施権を当社に、内包物を限定し許諾する。

②  当社が、専用実施権の登録が認められる許諾国につい

て専用実施権の登録を求め、株式会社東京大学TLOと合

意した場合、専用実施権の登録を行うことができる。

③  当社は、契約一時金並びに、本件特許を実施した場合

の対価として、当社が実施した場合は当社の正味販売

額に一定料率を乗じた実施料を、当社が再実施許諾を

した場合は、再実施権者の正味販売額に一定料率を乗

じた実施料を株式会社東京大学TLOに支払う。

④  それぞれの許諾地域において、上記の特許権及び特許

出願「静電結合型高分子ミセル薬物担体とその薬剤」

が有効に存続している場合には、当該特許権及び特許

出願の実施料は、本契約の③に記載の実施料に含まれ

るものとする。

⑤  株式会社東京大学TLO及び当社が合意した場合、契約の

全部又は一部を解約又は変更することができる。又、

当社が実施権を不要と判断し、契約の終了を希望する

日の２ヶ月前までに当該終了を文書で通知した場合

は、解約することができる。
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5) 独占ライセンス契約

6) 独占ライセンス契約

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

国立大学法人東京大学及

び株式会社東京大学TLO

(平成19年２月15日)

平成19年２月15日から、

対象特許が効力を失う日

まで。

①  国立大学法人東京大学は、国立大学法人東京大学の所

有する特許「pH応答性高分子ミセルの調製に用いる新

規ブロック共重合体及びその製造法」について、日本

国内及び当社が希望する外国において再実施許諾権付

きの独占実施権を当社に許諾する。

②  当社が、専用実施権の登録が認められる許諾国につい

て専用実施権の登録を求め、国立大学法人東京大学と

合意した場合、専用実施権の登録を行うことができ

る。

③  当社は、実施権の対価として、一時金及び正味販売額

に一定の料率を乗じた実施料、当社が再実施許諾をし

た場合は、再実施権者の正味販売額に一定料率を乗じ

た実施料を国立大学法人東京大学に支払う。

④  国立大学法人東京大学、株式会社東京大学TLO及び当社

が別途合意した場合、又は当社が実施権を不要と判断

し契約の終了を希望する日の２ヶ月前までに当該終了

を文書で通知した場合は、契約の全部又は一部を解約

又は変更することができる。

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

国立大学法人東京大学及

び株式会社東京大学TLO

(平成21年５月22日)

平成21年５月22日から、

対象特許が効力を失う日

まで。

①  国立大学法人東京大学は、国立大学法人東京大学の所

有する特許「カチオン性のポリアミノ酸及びその使

用」について、日本国内及び当社が希望する外国にお

いて再実施許諾権付きの独占実施権を当社に許諾す

る。

②  当社が、専用実施権の登録が認められる許諾国につい

て専用実施権の登録を求め、国立大学法人東京大学と

合意した場合、専用実施権の登録を行うことができ

る。

③  当社は、実施権の対価として、一時金及び正味販売額

に一定料率を乗じた実施料、当社が再実施許諾をした

場合は、再実施権者の正味販売額に一定料率を乗じた

実施料を国立大学法人東京大学に支払う。

④  国立大学法人東京大学、株式会社東京大学TLO及び当社

が別途合意した場合、又は当社が実施権を不要と判断

し契約の終了を希望する日の２ヶ月前までに当該終了

を文書で通知した場合は、契約の全部又は一部を解約

又は変更することができる。
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7) 独占ライセンス契約

c. 供給契約

供給契約書

d. その他の契約

Termination Agreement

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

国立大学法人東京大学及

び株式会社東京大学TLO

(平成21年12月８日)

平成21年12月８日から、

対象特許の全てが効力を

失う日まで。

①  国立大学法人東京大学及び株式会社東京大学TLOは、そ

の所有する特許「静電結合型ミセル薬剤担体とその薬

剤」他１件の発明につき、平成18年７月31日付で当社

と「独占ライセンス契約」(原契約)を締結し、再実施

許諾権付きの独占実施権を内包物を限定して当社に許

諾している。

②  国立大学法人東京大学及び株式会社東京大学TLOは、上

記原契約の範囲に含まれていない当該特許及び発明の

遺伝子治療分野における独占実施権を、内包物を限定

して当社に許諾する。また、原契約に含まれていない

３発明を新たに実施許諾の対象に加えるものとする。

③  当社は、実施権の対価として、正味販売額に一定の料

率を乗じた実施料を支払う。当社が再実施許諾をした

場合は、再実施権者の正味販売額に一定の料率を乗じ

た実施料を国立大学法人東京大学に支払う。

④  国立大学法人東京大学、株式会社東京大学TLO及び当社

が別途合意した場合、契約の全部又は一部を解約又は

変更することができる。

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

日本油脂株式会社(現：

日油株式会社)

(平成15年12月15日)

平成15年12月15日から10

年間。

当社及び当社の提携先が、ミセル化ナノ粒子を利用した新

規医薬品の研究・開発・製剤の商業的製造のために必要と

するポリマーを、同社が当社に独占的に製造供給する。

契約会社名
(契約締結日)

契約期間 主な契約内容

Debiopharm S.A.

（平成23年３月11日）

契約締結日より10年間も

しくは製品発売日より10

年間のいずれか遅いほう

① 当社とDebiopharm S.A.が平成19年10月15日付で締結し

たライセンス・供給契約の終了にあたり、同契約に基

づきDebiopharm S.A.が実施した前臨床試験及び第Ⅰ相

臨床試験において得たデータを当社に移管する。

② ダハプラチン誘導体ミセルに関し、当社が新たな提携

先とライセンス契約を締結した場合、当社は、治験デ

ータ提供の対価として、当社が受領したマイルストー

ン収入の一部をDebiopharm S.A.に支払う。
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③ 当社の組織体制について

a. 人材の確保について

当社の競争力の核は研究開発力にあるため、専門性の高い研究者の確保が不可欠であります。ま

た、事業拡大を支えるために、事業開発、製造、内部管理等の人材も充実させる必要があります。当

社は、優秀な人材の確保、及び社内人材の教育に努めていきますが、人材の確保及び社内人材の教育

が計画通りに進まない場合には、当社の業務に支障をきたすおそれがあります。

b. 小規模組織であることについて

当社は平成24年３月31日現在で、取締役８名、監査役３名、従業員29名の小規模組織であります。

当社は、業務遂行体制の充実に努めてまいりますが、小規模組織であり、限りある人的資源に依存

しているために、社員に業務遂行上の支障が生じた場合、あるいは社員が大量に退社した場合には、

当社の業務に支障をきたすおそれがあります。

一方、急激な規模拡大は、固定費の増加につながり、当社の業績に影響を与えるおそれがありま

す。

c. 特定人物への依存について

当社の事業の推進者は、代表取締役社長CEOである中冨一郎であります。中冨は当社の経営戦略の

決定、研究開発、事業開発及び管理業務の推進において、当社の最高責任者として影響力を有してお

ります。このため当社は中冨に過度に依存しない体制を構築すべく、経営組織の強化を図っておりま

すが、中冨が何らかの理由により当社の業務を継続することが困難になった場合には、当社の事業戦

略に影響を及ぼす可能性があります。

d. アドバイザー及び顧問について

当社は以下の社外の研究者並びに有識者とアドバイザー契約または顧問契約を締結しており、最先

端の研究成果を当社の研究開発に生かせる体制を整えております。

アドバイザー契約及び顧問契約は単年度ごとの契約になっておりますため、何らかの理由で契約の

更新ができなかった場合等、契約を継続できなくなった場合には、当社の研究開発に影響を及ぼす可

能性があります。

④ 知的財産権について

a. 当社の特許戦略

当社は、特許によって他社に対して優位性をもち、他方、他社の権利を尊重しつつ自社の権利行使

を推し進めます。

当社が現状展開している４つの主要パイプラインは、当社が保有又は当社が他者からライセンスイ

所属 氏名(関与分野)

東京大学大学院工学系研究科・教授 片岡 一則（新規事業関連)

筑波大学学際物質科学研究センター・教授 長崎 幸夫（新規ポリマー関連)

Licensing  Executives  Society  International
（LESI）元会長・東京農業大学客員研究員

御船 昭（知的財産関連）

国立がん研究センター東病院 がん治療開発部部長 松村 保広（臨床開発関連）
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ンをしている特許権若しくは特許出願を基礎とするものであり、これらの特許は医薬品市場の大きい

米国、ヨーロッパ、日本を中心に出願されております。

しかしながら、当社が保有及びライセンスインをしている現在出願中の特許が全て成立するとは限

りません。また、特許が成立しても、当社の研究開発を超える優れた研究開発により当社の特許に含

まれる技術が淘汰される可能性は、常に存在しております。さらに、当社の特許権の権利範囲に含ま

れない優れた技術が開発された場合には、当社の事業戦略や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。

なお、当社の展開する主要パイプライン及び新規開発パイプラインに関して、必要な他者所有の特

許については、ライセンスインをしております。

さらに、当社の今後の事業展開の中でライセンスインする必要のある特許が生じ、そのライセンス

インができなかった場合や、多額の実施料の支払いが必要になった場合には、当社の事業戦略や経営

成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

b. 知的財産権に関する訴訟、クレームについて

平成24年３月31日現在において、当社の開発に関連した特許権等の知的財産権について、第三者と

の間で訴訟やクレームが発生したという事実はありません。

なお、他者が当社と同様の研究開発を行っていないという保証はなく、今後も当社が他者の特許に

抵触するような問題が発生しないという保証はありません。

当社としては、このような問題を未然に防止するため、事業展開にあたっては当社及び特許事務所

を通じた特許調査を実施しており、当社技術が他者の特許に抵触しているという事実は認識しており

ません。しかし、当社のような研究開発型企業にとって、このような知的財産権の侵害に関する問題

の発生を完全に回避することは困難であり、第三者との間で特許権に関する紛争が生じた場合には、

当社の事業戦略や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑤  製造物責任のリスクについて

医薬品の開発及び製造には、製造物責任のリスクが内在しています。将来、開発したいずれかの医薬

品が健康障害を引き起こし、または臨床試験、製造、営業もしくは販売において不適当な点が発見され

た場合、当社は製造物責任を負うこととなり、当社の業務及び財務状況に重大な悪影響を及ぼす可能性

があります。また、たとえ当社に対する損害賠償の請求が認められなかったとしても、製造物責任請求

が与えるネガティブなイメージにより、当社及び当社の医薬品に対する信頼に悪影響が生じ、当社の事

業に影響を与える可能性があります。

⑥  薬事法による規制について

当社は、現在医薬品の研究開発を行っておりますが、今後研究開発の成果に基づき医薬品の製造を行

うことを目指しています。この場合、日本においては、薬事法その他の関連法規の規制を受けることと

なります。この法律は、医薬品、医薬部外品、化粧品及び医療用具の品質、有効性及び安全性の確保を

目的としており、これらの製造販売には個別の商品ごとに所轄官公庁の承認または許可が必要となりま

す。その主な内容は、以下の通りであります。今後、開発の進捗に伴い、適宜承認・許可を取得する必

要があります。また、国外においても各国で類似の法律や関連法規の規制を受けることになります。
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⑦  主要な事業活動の前提となる事項について

主要パイプラインに係るライセンス契約

a. 大学等からの知的財産権のライセンスインについて

当社は、大学発の研究成果(シーズ)を医薬品として実用化するために、積極的に大学及び研究機

関から知的財産権のライセンスインを行っており、特に主要なパイプラインに係る下記のライセン

ス契約に関しては、いずれも当社事業の根幹に関わる重要な契約であると認識しております。

現時点では、下記契約の継続に支障をきたす要因は発生しておりませんが、当該契約の継続に支

障をきたす要因が発生した場合、あるいは当社にとって不利な契約改定が行われた場合及び契約期

間満了後に契約が継続されない場合は、当社の開発計画及び業績等に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。

b. 提携先へのライセンスアウトについて

当社は、医薬開発品上市前の研究開発費の負担を軽減し、当社の財務面のリスクの極小化を図る

ため、①自社開発②共同研究③ライセンスアウトの３パターンのビジネスモデルで研究開発を進め

ており、現時点でライセンスアウト中の３パイプライン（パクリタキセルミセル（NK105）、ナノ

プラチン®（NC-6004）及びエピルビシンミセル（NC-6300)）があります。ライセンスアウトに係る

下記のライセンス契約に関しては、いずれも当社事業の根幹に関わる重要な契約であると認識して

おります。

現時点では、下記契約の継続に支障をきたす要因は発生しておりませんが、当該契約の継続に支

障をきたす要因が発生した場合、あるいは当社にとって不利な契約改定が行われた場合及び契約期

間満了後に契約が継続されない場合は、当社の開発計画及び業績等に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。

許認可の種類 許認可者 関連する法規 許認可の有効期限

医薬品の製造販売承認 厚生労働大臣 薬事法第14条 ―

第一種医薬品製造販売業許可 厚生労働大臣 薬事法第12条 ５年

契約書名
契約会社名
(契約締結日)

契約内容

実施許諾契約書
株式会社東京大学TLO
(平成13年１月26日)

前述の「② 経営上の重要な契約等 b. 技術導入
契約 1) 実施許諾契約書」をご参照ください。

新技術開発あっせん契約書
独立行政法人科学技術振興機構
(平成18年８月８日)

前述の「② 経営上の重要な契約等 b. 技術導入
契約 2) 新技術開発あっせん契約書」をご参照
ください。

実施許諾契約書
株式会社東京大学TLO
(平成16年５月19日)

前述の「② 経営上の重要な契約等 b. 技術導入
契約 3) 実施許諾契約書及び覚書」をご参照く
ださい。

覚書
国立大学法人東京大学及び株式会
社東京大学TLO
(平成18年３月31日)
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⑧  配当政策について

当社は創業以降、当期純損失を計上しており、利益配当は実施しておりません。

当社の医薬品事業については引き続き研究開発活動を実施していく必要があるため、研究開発活動の

継続的な実施に備えた資金の確保を優先する方針です。株主への利益還元については重要な経営課題と

認識しておりますが、利益が計上された段階において経営成績及び財政状態を勘案し、方針を検討する

所存であります。

⑨  ストック・オプションを含む新株予約権の発行について

当社はストック・オプション制度を採用しており、平成24年３月31日現在でストック・オプションと

して発行した新株予約権は14,660株相当であります。このほか、資金調達のために新株予約権を発行し

ており、第１回及び第２回転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権60,690株相当並びに第８

回新株予約権67,000株相当を合計すると127,690株相当となります。これら発行済の新株予約権が全て

行使された場合の潜在株式数は142,350株であり、この潜在株式数と発行済株式数とを合計した株式数

（377,285株）に対し37.7％となり、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。

当社は、今後も優秀な人材確保のために、ストック・オプション制度を継続して実施していくことを

検討しております。従いまして、今後新株予約権が付与され、権利行使された場合には、１株当たりの

株式価値は希薄化する可能性があります。

また、新たなストック・オプションについては費用計上が義務付けられているため、付与条件によっ

ては、今後のストック・オプションの付与により、当社の業績が影警を受ける可能性があります。

契約書名
契約会社名
(契約締結日)

契約内容

実施許諾基本契約
日本化薬株式会社
(平成14年６月12日)

前述の「② 経営上の重要な契約等 a. 技術導出
契約 1) 実施許諾基本契約」をご参照くださ
い。

契約書
日本化薬株式会社
(平成18年11月22日)

前述の「② 経営上の重要な契約等 a. 技術導出
契約 2) 契約書」をご参照ください。

LICENSE AGREEMENT of 
NC-6004

Orient Europharma Co., Ltd.
(平成20年９月12日)

前述の「② 経営上の重要な契約等 a. 技術導出
契約 3)LICENSE AGREEMENT of NC-6004」をご参
照ください。

NC-6300ライセンス及び共
同開発に関する契約

興和株式会社
(平成23年９月26日）

前述の「② 経営上の重要な契約等 a. 技術導出
契約 5)NC-6300ライセンス及び共同開発に関す
る契約」をご参照ください。
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該当事項はありません。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等
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該当事項はありません。

２．企業集団の状況
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当社は、「ナノテクノロジーを用いて新しい医薬品を創出し、人々の健康とQOL(生活の質）の向上に

貢献する」ことを経営理念として掲げ、がん領域のイノベーションファーマとして、世の中に必要とさ

れる「ファーストワン」を目指しております。当社の主たる事業は、ナノテクノロジーを駆使したミセ

ル化ナノ粒子をコア技術として、主にがん領域において新しい医薬品及び遺伝子治療薬の開発・製造を

行うことです。

① 事業展開

当社は、ミセル化ナノ粒子技術を基盤に創薬の研究開発を進め、製品化に到達するために、事業段階

に応じた展開を図っております。現状のビジネスモデルは、a. 自社開発、b. 共同研究、c. ライセン

スアウトの３つのパターンとなっております。

a.自社開発の場合、ナノプラチン®（NC-6004）の様に、臨床試験を当社主導により展開し、医薬品として

の承認・上市を目指します。この場合、自社販売による収入に加え、販売に関するライセンス先を通じ

ての販売による対価である契約金やロイヤリティ収入が計上されることとなりますが、当社においては

未だその段階まで進捗しているパイプラインはありません。

b.他社と共同研究する場合、提携先または開発可能な活性成分を当社のミセル化ナノ粒子技術に応用し、

新規医薬品として開発を進めます。提携先から研究開発協力金の収入が計上されることとなりますが、

現段階では国内外数社と評価検討（フィージビリティスタディ）段階にあり、複数のパイプラインで収

入を得ております。今後はフィージビリティスタディ段階からさらに先に進め、共同研究開発契約やラ

イセンスアウトに進展することを目指しております。

c.他社にライセンスアウトをする場合は、ライセンス契約時点までの知的財産権を含む研究開発成果及び

製造権の実施許諾に対する契約一時金（アップフロント）、所定の開発段階に到達したときに支払われ

るマイルストーン収入、医薬品上市後の販売高に対するロイヤリティ収入や製剤供給収入等が計上され

ることになります。当社においては契約一時金や第Ⅰ相及び第Ⅱ相臨床試験開始に伴うマイルストーン

収入、製剤供給に伴う収入を得ているパイプラインがあります。

当社では、開発医薬品の上市前に上述のような契約一時金収入、マイルストーン収入及び研究開発用

の製剤供給に対する収入を得ることにより医薬品上市前の研究開発費の負担を軽減し、財務面のリスク

の極小化を図っております。

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針
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② パイプライン

当社の事業は、４品目の主要パイプラインに加え、４品目の新規開発パイプラインで構成されていま

す。現在、４品目が臨床試験または非臨床試験の段階にあり、いずれも既存の有力な抗がん剤またはそ

の類似化合物をミセル化ナノ粒子に封入した製品であるため、従来にない薬効と副作用の軽減が期待で

き、しかも開発リスクは新規の化合物に比べて相対的に低いと考えております。主要パイプライン及び

新規開発パイプラインの現状は下表のとおりであり、グローバルな事業展開を目指しております。

＜開発品目＞

（主要パイプライン）

(新規開発パイプライン)

（注１）NK105は日本化薬株式会社における開発コードです。

（注２）ダハプラチン誘導体ミセル（NC-4016）、エピルビシンミセル（NC-6300)、ドセタキセルミセル

（NC-6301)に関する対象疾患はがんを想定しておりますが、現時点で特定のがん種を絞り込んでお

らず、今後の研究・開発が進捗し、第Ⅱ相臨床試験を開始する時点で、特定のがん種を決定する予

定です。

（注３）タンパク質ミセル及びsiRNAミセルにつきましては、ミセル化ナノ粒子へ封じ込める活性成分の種

類により対象疾患は変わりますので、現時点では決定しておりません。

（注４）センサー結合型ミセルにつきましては、がんや自己免疫疾患などを想定しておりますが、センサー

の種類などにより対象疾患は変わりますので、現時点では決定しておりません。

開発品目 対象疾患
臨床試験
実施地域

開発段階 提携先 ビジネスモデル

パクリタキセルミセル
(NK105)
(注１)

胃がん 国内 第Ⅱ相臨床試験終了

日本化薬株式会社 ライセンスアウト

乳がん 国内 第Ⅰ相臨床試験

ナノプラチン®
(NC-6004)

膵がん
台湾/シ
ン ガ ポ
ール

第Ｉ相/第Ⅱ相臨床試験
Orient
Europharma
Co., Ltd.

日本：自社開発
アジア地域：ライ
センスアウト及び
共同開発

ダハプラチン誘導体ミセル
(NC-4016)

がん
(注２)

欧州 第Ⅰ相臨床試験 －
自社開発
ライセンス活動中

エピルビシンミセル

（NC-6300）

がん

(注２)
－ 前臨床試験 興和株式会社

ライセンスアウト
及び共同開発

開発品目 対象疾患 開発状況

タンパク質ミセル

血友病 LFB Biotechnologiesと共同研究中

未定

(注３)
フィージビリティスタディ実施中

siRNAミセル
未定

(注３)
フィージビリティスタディ実施中

センサー結合型ミセル
未定

(注４)
フィージビリティスタディ計画中

ドセタキセルミセル
がん

(注２)
フィージビリティスタディ終了
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a. パクリタキセルミセル（NK105）

パクリタキセル（タキソール®）は乳がん、卵巣がん、肺がん、胃がんなどの適応症で世界的に普及

している抗がん剤ですが、水に溶けにくいため、製剤化にはアルコールを基にした特殊な溶媒が使用さ

れております。その溶媒による副作用も生じることがあり、投与時に副作用軽減のための補助薬剤（ス

テロイド剤、抗ヒスタミン剤及び抗潰瘍剤）を投与するなど医療現場での使いにくさがあります。当社

はミセル化ナノ粒子技術（NanoCap®システム）を応用することにより、パクリタキセルを封入したミセ

ル化ナノ粒子を開発しました。

当社は、これを基に日本化薬株式会社と共同研究を行い、平成14年６月、同社にライセンスアウトし

ており、国内で乳がん等を対象に臨床試験が進められております。同社では、早期承認取得を目指し、

平成24年中に第Ⅲ相臨床試験を開始するよう尽力中です。

b. ナノプラチン®（NC-6004）

シスプラチンは、その有効性により各領域のがん化学療法の中心的薬剤となっています。その一方で

シスプラチンの腎機能障害、神経障害や催吐作用が極めて強いため、がん患者にとって苦痛度が高く、

さらに投与の際には長時間にわたる大量の輸液が必要なことから、患者の方々の生活の質（QOL）を著

しく低下させています。

当社は、シスプラチンが持つこれらの副作用を軽減し、かつ抗腫瘍効果の増強も期待できる新薬を目

指し、ミセル化ナノ粒子（MediCelle®システム）を応用した新規化合ナノプラチン®（NC-6004、シスプ

ラチン誘導体ミセル）を開発しています。非臨床試験の結果、薬物の徐放性、がん組織への蓄積性、腎

毒性の軽減及び神経毒性の軽減が認められたため、平成18年５月より英国において第Ⅰ相臨床試験を実

施し、この成果をもとに、平成20年９月、Orient Europharma Co., Ltd.（台湾）との間でライセン

ス・共同開発契約を締結し、台湾及びシンガポールにおいて第Ⅰ相／第Ⅱ相臨床試験を同社と共同で実

施しております。

c. ダハプラチン誘導体ミセル（NC-4016）

オキサリプラチンは、国際的に大腸がんの標準的薬剤として成功を収めている抗がん剤ですが、「い

つも手足がしびれるような感じ」がするというような末梢神経障害が現れることが知られており、治療

中止の大きな要因になっています。

オキサリプラチンは生体内で抗がん活性のより強いダハプラチンに変換されますが、当社ではこのダ

ハプラチンをミセル化ナノ粒子へ結合・封入（MediCelle®システム）することで、オキサリプラチンが

持つ上述の副作用を軽減し、かつ抗腫瘍効果の増強も期待できる新規の抗がん剤が開発できると考えて

います。

当社では、第Ⅰ相臨床試験実施の準備及び第Ⅱ相臨床試験実施に向けての計画策定を行っており、国

内外で提携先との交渉にも尽力しております。

d. エピルビシンミセル（NC-6300）

エピルビシンは、乳がん、卵巣がん、胃がんなどの適応症で世界的に普及しているアントラサイクリ

ン系抗がん剤ですが、投与を重ねると心臓疾患を引き起こすので、その使用が制限されています。

当社は、その副作用を軽減するために細胞内のpH変化に応答して薬物を効果的に放出するシステムを

開発しています。細胞内に薬物が結合したミセル化ナノ粒子素材（ブロックコポリマー）が取り込まれ
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る際に、エンドソームと呼ばれる細胞膜が陥没して形成される小胞に取り込まれると考えられていま

す。エンドソーム内のpHは酸性であることが知られており、このpHの低下により薬物とブロックコポリ

マーの結合が外れて、薬物が放出される作用機序を利用し、時限的かつ急激に薬物をがん細胞内に放出

する効果が期待されます。

エピルビシンミセルは、平成23年９月に興和株式会社との間でライセンス及び共同開発に関するグロ

ーバル契約を締結し、新たに主要パイプラインに加わることになりました。同社とは共同開発体制を構

築し、前臨床試験を進めており、平成25年の第Ⅰ相臨床試験開始に向け準備を進めております。

e. タンパク質ミセル

タンパク質の一種であるインターフェロンや成長因子などのサイトカインも血中での安定化が要求さ

れる医薬品です。血中での安定化を図り、薬効の持続化や病変部位へのターゲティングにより薬効を高

め、副作用を軽減することを目的としています。ミセル化ナノ粒子の大きさや薬物の放出速度を変化さ

せることで用途に応じた薬効が期待されます。がんや肝炎などの治療薬への応用が可能と考えておりま

す。薬効で既に使用実績のあるサイトカインを中心に研究開発を進めておりますが、新たな生理活性を

有するサイトカインも視野に入れております。

当パイプラインは、LFB Biotechnologiesと共同研究契約を実施しており、開発に向けた評価を行っ

ております。また、他企業ともフィージビリティスタディを実施しております。

f. siRNAミセル

siRNAなどの核酸医薬は血中に投与すると直ちに代謝を受けて血中から速やかに消失し、充分な薬効

を期待できず、医薬品として開発する場合は血中での安定化が必要不可欠となっております。当社で

は、siRNAなどの核酸医薬をミセル化ナノ粒子へ封入することで血中での安定化を図ります。また、が

んや炎症部位に選択的に薬物を運ぶことで薬効を高めることが期待されます。当プロダクトは他企業と

のフィージビリティスタディを実施しております。

g．センサー結合型ミセル

標的細胞を狙ったターゲティング療法を目的としています。がん細胞などに現れる特異的な抗原を認

識する抗体をミセル化ナノ粒子表面に結合して、標的細胞への選択性を高めます。従来の、抗体と薬物

が結合したミサイル療法より多くの薬物を標的細胞に届けることができるため、高い効果と副作用の軽

減が期待されます。当プロダクトは他企業等とのフィージビリティスタディを計画しております。

h. ドセタキセルミセル

一般名ドセタキセルは、乳がん、非小細胞肺がん、胃がん、子宮がん、卵巣がん、前立腺がんなどの

幅広い適応症で世界的に普及しているタキサン系の抗がん剤です。ドセタキセルは、細胞の骨格を形成

する微小管という細胞内の繊維に結合します。結合すると細胞は分裂を停止し、やがて死滅します。一

方、このドセタキセルは浮腫、骨髄抑制、悪心・嘔吐等の消化器官障害、脱毛、肝機能異常、過敏症、

全身倦怠感の副作用があり、患者さんの治療負担が大きい抗がん剤です。ドセタキセルミセルは、化学

結合型の構造を持ち、ミセルに内包されたドセタキセルの放出速度を適度に調整することにより、薬効

を維持しながら、ドセタキセルの持つ特徴的な副作用の軽減が期待されます。
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当社は、第三者割当増資によって確保した長期で安定的な開発資金を有効に使い、医薬品の自社によ

る研究開発を推進・加速化し、開発品の早期承認を実現し、製品の上市販売による収入、もしくは開発

品のライセンスアウトによる各種収益を確保することにより持続的な成長を図ってまいります。当社の

現在の事業基盤である４つの主要パイプライン及び４つの新規開発パイプラインの研究開発活動を迅

速、効率的かつ着実に進め、製品価値及び事業価値を最大化することが経営上の最重要課題です。

さらに、ミセル化ナノ技術のプラットフォーム技術としての特性を生かし、自社の新規開発パイプラ

インの拡充など、開発品目を一層充実させるほか、医薬品が有する特許期間のライフサイクルマネジメ

ントを有効活用することによって事業価値の増大を進めます。

当社は研究開発型企業であり、提携先の製薬企業等から確保した契約一時金、研究開発協力金、マイ

ルストーン収入等をもとに基礎研究や臨床開発を推進しております。今後も同様に基礎研究や臨床開発

を推進し、会社の事業価値の最大化を目指します。また、より長期的には、当社の持つミセル化ナノ技

術の最適化・最良化を進め、自社開発した製品の販売・製造までを手がける、革新的な創薬企業を目指

しております。将来は、当社が開発した医薬品等を上市した場合には販売収入や提携先からのロイヤリ

ティ収入等が計上されることとなり、これにより利益が大きく拡大することが想定されます。

医薬品の開発には長い時間と多額な資金が必要であり、製品が承認・上市されるまでの間は、自社開

発の加速化・進展等に伴い研究開発費が大幅に増加します。今回、第三者割当増資により確保した長

期、安定的な開発資金に加え、契約している既存の製品開発の着実な進展によるマイルストーン収入の

確保、新たなライセンス契約の締結による一時金をはじめとする新たな資金の確保、共同研究・共同開

発契約による資金負担の軽減、公的補助金等の活用等を進め、財務基盤を含めた経営基盤安定を図りな

がら事業を推進してまいる所存です。

当社は研究開発型のバイオベンチャー企業であり、①ミセル化ナノ粒子技術など当社の中心技術につ

いて、世界に誇ることができる万全な技術基盤（合成、分析など）を築き上げること、②ミセル化ナノ

粒子技術を研究から工業化・実用化レベルまで最適化を進め、かつ、低分子化合物から高分子化合物ま

でに応用できる技術として確立すること、③自社開発品を中心により多くの製品パイプラインを早期に

臨床開発段階にまで進めること、などを目指しております。

当社は、上記事業目標達成のため、以下７つを重点施策ととらえ全社一丸となって取り組んでまいり

ます。

a.  自社開発の加速化

開発の進捗を自らコントロールし、計画的に開発を進めることができる自社開発戦略を進め、それぞ

れの製品が持つ製品価値の最大化を実現します。主要パイプラインのうち、ナノプラチン® (NC-

6004)およびダハプラチン誘導体ミセル(NC-4016)につき、早期の承認・上市を実現することが当社の

企業価値を最大限に高めるという認識の下、これらの臨床開発を独力で加速化します。

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題
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b.  開発パイプラインの拡充

進行している低分子化合物の研究開発を迅速化し、その成果を主要パイプラインに引き上げるととも

に、タンパク質、ペプチド、核酸など低分子化合物のみならず高分子化合物の領域に応用できるレベ

ルを実現させ、ライセンスアウトや共同開発の対象となる開発パイプラインを拡充します。

c. ネットワーク活用と提携拡大

主要パイプラインに続く製品の開発を推進し、ライセンスアウトや共同開発を行うことができる提携

先の開拓を引き続き継続します。提携先の開拓に当たっては、株式会社ウィズ・パートナーズの事業

面でのサポートを活用し、同社が持つ国内外の幅広いネットワークを活用した製薬企業等との提携、

当社と相乗効果があるテクノロジーやパイプラインの探索及び獲得を進めます。

d.  ライフサイクルマネジメントと特許戦略の強化

優良製薬企業等とのネットワーキングを構築し、各社の既存製品や新薬候補薬物のライフサイクルマ

ネジメントに貢献できるビジネスモデルを構築します。また、特許戦略を構築・推進し、製品のライ

フサイクルマネジメント戦略に活用します。

e.  技術力の最良化と技術の囲い込み

大学・研究機関との共同研究やバイオ企業との提携により、自社の基盤技術力の最適化・最良化を進

めるととともに、競争力の根源となる中核的な機能・分野を独自のノウハウとして創成します。

f.  集中と選択、アウトソーシングの活用

研究開発プロジェクトの推進においては絶えず技術・事業性の観点からプロジェクトの優先順位付け

を行い、大学や研究機関並びに外部受託機関との連携・提携を有効活用します。

g.  財務力とPDCAの強化

プロジェクト管理と予算の執行管理の連動を進め、資金のより有効かつ効率的な運用を強化します。

該当事項はありません。

（５）その他、会社の経営上重要な事項
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４．財務諸表
（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,767,156 2,876,165

売掛金 6,050 1,333

有価証券 104,946 105,038

商品 7,436 －

仕掛品 57,892 63,781

原材料及び貯蔵品 2,569 35,202

未収消費税等 11,521 2,050

前払費用 23,289 27,855

未収入金 234 687

その他 20 345

貸倒引当金 － △25

流動資産合計 1,981,116 3,112,433

固定資産

有形固定資産

建物附属設備 31,767 31,767

減価償却累計額 ※ △30,245 ※ △31,767

建物附属設備（純額） 1,521 0

機械及び装置 228,520 266,115

減価償却累計額 ※ △213,269 ※ △228,004

機械及び装置（純額） 15,250 38,111

工具、器具及び備品 20,550 18,005

減価償却累計額 ※ △17,865 ※ △18,005

工具、器具及び備品（純額） 2,685 0

有形固定資産合計 19,457 38,111

無形固定資産

実施許諾権 23,693 1,650

電話加入権 149 149

ソフトウエア 2,848 0

無形固定資産合計 26,692 1,799

投資その他の資産

長期前払費用 1,117 774

長期性預金 － 500,000

敷金 9,464 9,459

投資その他の資産合計 10,582 510,233

固定資産合計 56,732 550,145

資産合計 2,037,849 3,662,578
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,774 5,426

未払金 13,818 55,053

未払費用 11,551 12,729

未払法人税等 10,749 10,103

前受金 － 4,725

預り金 148,421 15,915

災害損失引当金 3,000 －

流動負債合計 189,315 103,953

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 － 1,700,000

固定負債合計 － 1,700,000

負債合計 189,315 1,803,953

純資産の部

株主資本

資本金 3,387,225 3,576,730

資本剰余金

資本準備金 3,368,437 3,557,942

資本剰余金合計 3,368,437 3,557,942

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △4,908,119 △5,306,122

利益剰余金合計 △4,908,119 △5,306,122

株主資本合計 1,847,544 1,828,550

新株予約権 989 30,074

純資産合計 1,848,533 1,858,624

負債純資産合計 2,037,849 3,662,578
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（２）損益計算書
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年4月1日
至 平成23年3月31日)

当事業年度
(自 平成23年4月1日
至 平成24年3月31日)

売上高 84,337 346,344

売上原価 51,126 125,023

売上総利益 ※１ 33,211 ※１ 221,320

販売費及び一般管理費 ※２, ※３, ※７ 553,136 ※２, ※３, ※７ 554,868

営業損失（△） △519,925 △333,548

営業外収益

受取利息 1,225 2,020

その他 123 305

営業外収益合計 1,348 2,325

営業外費用

株式交付費 29,258 3,786

新株予約権発行費 － 17,454

社債発行費 － 13,670

為替差損 1,721 70

営業外費用合計 30,979 34,982

経常損失（△） △549,556 △366,204

特別利益

新株予約権戻入益 － 698

災害損失引当金戻入額 － 944

特別利益合計 － 1,642

特別損失

固定資産除却損 ※４ 202 ※４ 82

減損損失 ※５ － ※５ 30,938

災害による損失 ※６ 3,000 ※６ －

特別損失合計 3,202 31,021

税引前当期純損失（△） △552,758 △395,583

法人税、住民税及び事業税 2,420 2,420

当期純損失（△） △555,178 △398,003
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売上原価明細書

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 3,685 3.8 14,737 12.0

Ⅱ 労務費 27,212 27.8 41,327 33.6

Ⅲ 経費 ※１ 66,980 68.4 67,017 54.4

当期総製造費用 97,878 100.0 123,081 100.0

期首仕掛品たな卸高 9,873 57,892

期末仕掛品たな卸高 57,892 63,781

他勘定振替高 ※２ 502 －

商品売上原価 1,769 7,830

当期売上原価 51,126 125,023

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。

外注費 52,109千円

旅費交通費 3,050千円

当社の原価計算は実際原価による個別原価計算で

あります。

※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。

外注費 47,547千円

工場消耗品費 4,866千円

当社の原価計算は実際原価による個別原価計算で

あります。

※２ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

原材料 502千円

※２ ────────────────────
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（３）株主資本等変動計算書
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,691,719 3,387,225

当期変動額

新株の発行 695,505 189,504

当期変動額合計 695,505 189,504

当期末残高 3,387,225 3,576,730

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 2,672,932 3,368,437

当期変動額

新株の発行 695,505 189,504

当期変動額合計 695,505 189,504

当期末残高 3,368,437 3,557,942

資本剰余金合計

当期首残高 2,672,932 3,368,437

当期変動額

新株の発行 695,505 189,504

当期変動額合計 695,505 189,504

当期末残高 3,368,437 3,557,942

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △4,352,940 △4,908,119

当期変動額

当期純損失（△） △555,178 △398,003

当期変動額合計 △555,178 △398,003

当期末残高 △4,908,119 △5,306,122

利益剰余金合計

当期首残高 △4,352,940 △4,908,119

当期変動額

当期純損失（△） △555,178 △398,003

当期変動額合計 △555,178 △398,003

当期末残高 △4,908,119 △5,306,122

株主資本合計

当期首残高 1,011,711 1,847,544

当期変動額

新株の発行 1,391,011 379,009

当期純損失（△） △555,178 △398,003

当期変動額合計 835,832 △18,993
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当期末残高 1,847,544 1,828,550

新株予約権

当期首残高 2,764 989

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,775 29,085

当期変動額合計 △1,775 29,085

当期末残高 989 30,074

純資産合計

当期首残高 1,014,475 1,848,533

当期変動額

新株の発行 1,391,011 379,009

当期純損失（△） △555,178 △398,003

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,775 29,085

当期変動額合計 834,057 10,091

当期末残高 1,848,533 1,858,624
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（４）キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年4月1日
至 平成23年3月31日)

当事業年度
(自 平成23年4月1日
至 平成24年3月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △552,758 △395,583

減価償却費 16,299 17,884

新株予約権発行費 － 17,454

受取利息 △1,225 △2,020

株式交付費 29,258 3,786

社債発行費 － 13,670

減損損失 － 30,938

固定資産除却損 202 82

株式報酬費用 － 15,535

売上債権の増減額（△は増加） △140 4,716

たな卸資産の増減額（△は増加） △45,830 △31,085

未収消費税等の増減額（△は増加） △1,125 9,470

前払費用の増減額（△は増加） △3,234 △4,565

買掛金の増減額（△は減少） △9,257 3,651

未払金の増減額（△は減少） △13,188 21,378

未払費用の増減額（△は減少） △6,621 1,178

預り金の増減額（△は減少） 4,683 5,428

その他 5,019 △5,227

小計 △577,918 △293,305

利息の受取額 1,225 2,020

法人税等の支払額 △2,420 △2,420

営業活動によるキャッシュ・フロー △579,113 △293,705

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,700,000

有形固定資産の取得による支出 △3,630 △18,757

無形固定資産の取得による支出 － △2,448

その他 △911 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,541 △1,721,201

財務活動によるキャッシュ・フロー

転換社債型新株予約権付社債の発行による収入 － 1,688,903

株式の発行による収入 773,339 288,385

新株予約権の行使による株式の発行による収入 588,524 －

新株予約権出資金相当額の預りによる収入 87,584 －

新株予約権出資金相当額の預り金返済による支
出

－ △50,833

その他 － △2,447

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,449,447 1,924,006

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 865,792 △90,900

現金及び現金同等物の期首残高 1,006,310 1,872,103

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,872,103 ※ 1,781,203
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該当事項はありません。

（５）継続企業の前提に関する注記
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（６）重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用し
ております。

その他有価証券

時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法

(1) 原材料・仕掛品
個別法による原価法(貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定)を採用しておりま
す。

(2) 商品・貯蔵品

移動平均法による原価法(貸借対照
表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定)を採用してお

ります。

(1) 原材料・仕掛品
同左

(2) 商品・貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産
定額法を採用しております。主な

耐用年数は以下のとおりでありま

す。
建物附属設備 10～22年

機械及び装置 ４～13年

工具、器具及び備品 ３～15年

(1) 有形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
定額法を採用しております。

自社利用ソフトウェアについては

社内における利用可能期間(５年)に
基づいております。

実施許諾権については出願に基づ

く産業財産権の効力を失う期間(８
年)に基づいております。

(2) 無形固定資産
同左

(3) 長期前払費用

定額法を採用しております。

(3) 長期前払費用

同左

４ 繰延資産の処理方法 株式交付費

株式交付費は支出時に全額費用処理
しております。

―――――――――――――――――

―――――――――――――――――

(1) 株式交付費

同左

(2) 新株予約権発行費
新株予約権発行費は支出時に全額費

用処理しております。

(3) 社債発行費

社債発行費は支出時に全額費用処理

しております。

５ 外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左
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６ 引当金の計上基準 ―――――――――――――――――

災害損失引当金
災害事故による設備損傷等に伴い、

翌事業年度以降に見込まれる設備復旧

費用等の発生に備えるため、当該損失
見込額を計上しております。

貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

―――――――――――――――――

７ キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲

資金(現金及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヵ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

同左

８ その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事

項

消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっております。

同左
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（追加情報）

（７）重要な会計方針の変更

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

（資産除去債務に関する会計基準等）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。これに伴う損益に与える影響はありません。

─────────

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

───────── 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過

去の誤謬の訂正により、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号平成21年12月

４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成

21年12月４日）を適用しております。
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（８）財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

※  減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

※  同左

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

※１ ────────────────── ※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の
低下による簿価切下額3,645千円が売上原価に算
入されております。

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は7.4％、
一般管理費に属する費用のおおよその割合は
92.6％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当・報酬 129,246千円

研究開発費 223,349千円

支払手数料等 43,330千円

顧問料 40,277千円

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は7.4％、
一般管理費に属する費用のおおよその割合は
92.6％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当・報酬 134,631千円

研究開発費 203,451千円

支払手数料等 43,641千円

顧問料 41,593千円

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は
223,349千円であります。

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は
203,451千円であります。

※４ 固定資産除却損の内容は、不稼働資産の廃棄に伴
う機械装置の除却損(202千円)等であります。

※４ 固定資産除却損の内容は、不稼働資産の廃棄に伴
う工具器具備品の除却損(66千円）等でありま
す。

※５ ────────────────── ※５ 減損損失に関する事項は、次のとおりでありま
す。

（1) 資産のグルーピングの方法
事業用資産につき、全体で１つの資産グループと
しております。

（2) 減損損失の認識に至った経緯
当社は営業キャッシュ・フローが継続してマイナ
スとなり、将来のキャッシュ・フローが帳簿価額
を下回る事が見込まれるため、帳簿価額を回収可
能価額まで減額いたしました。

（3) 減損損失の金額の内訳は以下のとおりです。

建物附属設備 1,032千円

機械及び装置 9,843千円

工具、器具及び備品 1,543千円

実施許諾権 16,625千円

ソフトウェア 1,892千円

上記はいずれも、本社（千葉県柏市）及び東京オ
フィス（東京都中央区）における研究用設備又は
事務用機器であります。
なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却
価額により測定しており、コスト・アプローチに
よる合理的な見積りに基づき評価しております。

※６ 災害損失の内容は、東日本大震災の影響で損傷い
たしましたオフィス及び研究所の原状回復にかか
る費用を見込んだ額であります。

※６ ──────────────────

※７ 一般管理費に属する研究開発費は、財団法人千葉
県産業振興センターからの収入とそれに係る経費
を相殺して計上しております。
相殺前の経費および相殺額は次のとおりでありま
す。

相殺前の金額 230,769千円

相殺額 7,420千円

※７ ──────────────────
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前事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

(注)  普通株式の株式数の増加92,306株は、第三者割当による新株式発行による増加4,819株、株主割当による新株式

発行による増加68,987株、新株予約権の行使に伴う新株式発行18,500株であります。

２ 自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３ 新株予約権等に関する事項

(注)  平成21年10月15日付で発行した第6回新株予約権のうち、行使請求に伴う新株式の発行により18,300株減少して
おります。目的となる株式の数は、新株予約権が行使されたものと仮定した場合における株式数を記載してお
ります。

４ 配当に関する事項

該当事項はありません。

当事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

(注)  普通株式の株式数の増加14,050株は、第三者割当による新株式発行による増加11,000株、新株予約権の行使に

伴う新株式発行3,050株であります。

２ 自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３ 新株予約権等に関する事項

(注)１．平成21年10月15日付で発行した第６回新株予約権のうち、行使請求に伴う新株式の発行により3,000株、行使
期限の到来による失効により7,200株減少しております。

２．第８回新株予約権並びに第１回及び第２回転換社債型新株予約権付社債については、平成24年3月21日付で第
三者割当による発行をしたことに伴い、それぞれ67,000株、29,988株、30,702株増加しております。

３．第７回新株予約権（い）はストック・オプションとして平成23年８月15日付で発行したものであります。
４．第７回新株予約権（い）は権利行使期間の初日が到来しておりません。
５．転換社債型新株予約権付社債については、一括法によっております。

４ 配当に関する事項

該当事項はありません。

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

発行済株式

普通株式（株） 128,579 92,306 ― 220,885

合計 128,579 92,306 ― 220,885

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株式

の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当事業年度末
残高
(千円)当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

第６回新株予約権 普通株式 28,500 ― 18,300 10,200 989

合計 ― 28,500 ― 18,300 10,200 989

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

発行済株式

普通株式（株） 220,885 14,050 － 234,935

合計 220,885 14,050 － 234,935

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株式

の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当事業年度末
残高
(千円)当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

第６回新株予約権 普通株式 10,200 － 10,200 － －

第７回新株予約権（い） ― － － － － 15,535

第８回新株予約権 普通株式 － 67,000 － 67,000 14,539

第１回転換社債型新株予約権付社債 普通株式 － 29,988 － 29,988 （注５）

第２回転換社債型新株予約権付社債 普通株式 － 30,702 － 30,702 （注５）

合計 ― 10,200 127,690 10,200 127,690 30,074
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係は次のとおりでありま

す。

(平成23年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,767,156千円

有価証券(MMF) 104,946千円

現金及び現金同等物 1,872,103千円

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係は次のとおりでありま

す。

(平成24年３月31日現在)

現金及び預金勘定 2,876,165千円

有価証券(MMF) 105,038千円

預入期間が３カ月を超える定期
預金

△1,200,000千円

現金及び現金同等物 1,781,203千円

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

ファイナンス・リース取引(借主側)

所有権移転外のファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リ

ース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっており、その内容は以下のとおりであ

ります。

ファイナンス・リース取引(借主側)

所有権移転外のファイナンス・リース取引

同左

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

千円 千円 千円

工具、器具
及び備品

5,957 5,650 306

合計 5,957 5,650 306

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

千円 千円 千円

工具、器具
及び備品

1,414 1,391 23

合計 1,414 1,391 23

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 295千円

１年超 24千円

合計 320千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 24千円

１年超 －千円

合計 24千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 987千円

減価償却費相当額 970千円

支払利息相当額 16千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 300千円

減価償却費相当額 295千円

支払利息相当額 4千円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

支払利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

支払利息相当額の算定方法

同左
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１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

研究開発計画に照らして、主に第三者割当増資等により必要な資金を調達しております。一時的な

余剰資金については、短期的な預金等に限定しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の債務不履行等に係るリスク)の管理

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。債権管理規定に従い、相手先

の信用状況を確認した上で取引を行うこととし、取引開始後は、管理部が回収状況をモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高を確認するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。

営業債務である買掛金及び未払金については、ほぼ全てが３ヶ月以内の支払期日であります。

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

有価証券については、変動リスクが小さく、常時解約可能なMMFのみで運用しており、定期的に

取引金融機関より価格の提示を受けております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理

各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２ 金融商品の時価等に関する事項

前事業年度(平成23年３月31日)

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

①現金及び預金、並びに②売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

③有価証券

これはMMFであり、取引金融機関から提示された価格によっております。

(金融商品関係)

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

①  現金及び預金 1,767,156 1,767,156 ―

②  売掛金 6,050 6,050 ―

③  有価証券 104,946 104,946 ―

資産計 1,878,153 1,878,153 ―

①  買掛金 1,774 1,774 ―

②  未払金 13,818 13,818 ―

負債計 15,593 15,593 ―
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負債

①買掛金及び②未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

２ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

当事業年度(平成24年３月31日)

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注）２を参照ください。）

（※）売掛金については対応する貸倒引当金を控除しております。

(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

①現金及び預金、並びに②売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

③有価証券

これはMMFであり、取引金融機関から提示された価格によっております。

④長期性預金

長期性預金については、元利金の合計額を同様の新規預金を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

しております。

負債

①買掛金及び②未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため時価開示の対象としておりません。

１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

①  現金及び預金 1,767,156 ― ― ―

②  売掛金 6,050 ― ― ―

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

①  現金及び預金 2,876,165 2,876,165 －

②  売掛金 1,333

貸倒引当金（※） △25

差引 1,307 1,307 －

③  有価証券 105,038 105,038 －

④  長期性預金 500,000 500,000 －

資産計 3,482,536 3,482,536 －

①  買掛金 5,426 5,426 －

②  未払金 55,053 55,053 －

負債計 60,480 60,480 －

区分 貸借対照表計上額（千円）

転換社債型新株予約権付社債 1,700,000
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３ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度(平成23年３月31日)

その他有価証券

MMF（貸借対照表計上額104,946千円）は、取得価額をもって貸借対照表計上額としております。

当事業年度(平成24年３月31日)

その他有価証券

MMF（貸借対照表計上額105,038千円）は、取得価額をもって貸借対照表計上額としております。

１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

①  現金及び預金 2,876,165 － － －

②  売掛金 1,307 － － －

③  長期性預金 － 500,000 － －

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりま

せんので、該当事項はありません。

同左

(退職給付関係)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

該当事項はありません。 同左
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前事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

①  ストック・オプションの内容

(ストック・オプション等関係)

第１回ストック・オプション・
プラン新株引受権

第１回新株予約権(い)

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役 ３名

当社の監査役 １名

当社の従業員 14名

認定支援者 ６名

当社の従業員 ４名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 4,800株 普通株式 190株

付与日 平成14年２月28日 平成15年２月１日

権利確定条件 ・対象者は本新株引受権の行使
時に当社又は当社の関係会社
の取締役、監査役、従業員又
は認定支援者であることを要
す。

・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成16年２月１日から
平成23年11月30日まで

平成16年10月26日から
平成24年10月25日まで

第１回新株予約権(ろ) 第１回新株予約権(は)

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役 １名

当社の従業員 ３名

当社の取締役 １名

当社の従業員 ２名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 320株 普通株式 390株

付与日 平成15年８月11日 平成15年10月22日

権利確定条件
・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

同左

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成16年10月26日から
平成24年10月25日まで

同左

第２回新株予約権(い) 第２回新株予約権(ろ)

付与対象者の区分及び人数 社外協力者 １名 当社の取締役 １名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 300株 普通株式 2,000株

付与日 平成16年２月28日 平成16年５月31日

権利確定条件 ・新株予約権者は、当社の株式
公開日までに、協力関係たる
地位にあることを要す。

・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成18年１月15日から
平成26年１月14日まで

同左
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第２回新株予約権(は) 第２回新株予約権(ほ)

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役 ４名

当社の監査役 ２名

当社の従業員 22名

社外協力者 ７名

当社の従業員 １名

社外協力者 ２名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 7,380株 普通株式 1,320株

付与日 平成16年９月１日 平成17年１月14日

権利確定条件
・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

同左

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成18年１月15日から
平成26年１月14日まで

同左

第３回新株予約権(い) 第３回新株予約権(ろ)

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役 １名

当社の従業員 ６名

当社の従業員 １名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 1,300株 普通株式 500株

付与日 平成17年９月１日 平成17年10月１日

権利確定条件
・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

同左

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成19年６月28日から
平成27年６月27日まで

同左

第３回新株予約権(は) 第３回新株予約権(に)

付与対象者の区分及び人数
当社の監査役 １名

社外協力者 ５名

社外協力者 １名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 650株 普通株式 50株

付与日 平成17年11月１日 平成18年３月１日

権利確定条件
・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

同左

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成19年６月28日から
平成27年６月27日まで

同左
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＊ストック・オプションの数については株式数に換算して記載しております。

②  ストック・オプションの規模及び変動状況

ⅰ ストック・オプションの数

第４回新株予約権(い) 第４回新株予約権(ろ)

付与対象者の区分及び人数
当社の従業員 ２名

社外協力者 １名

当社の従業員 １名

社外協力者 １名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 300株 普通株式 250株

付与日 平成18年３月１日 平成18年７月１日

権利確定条件
・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

同左

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成20年２月１日から
平成28年１月31日まで

同左

第５回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社の監査役 １名

当社の従業員 ２名

社外協力者 １名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 250株

付与日 平成19年５月14日

権利確定条件
・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

対象勤務期間 対象の定めはありません。

権利行使期間
平成21年３月10日から
平成29年３月９日まで

第１回ストック・
オプション・プラン

新株引受権

第１回新株予約権
(い)

第１回新株予約権
(ろ)

第１回新株予約権
(は)

権利確定前         (株)

前事業年度末 ― ― ― ―

付与 ― ― ― ―

失効 ― ― ― ―

権利確定 ― ― ― ―

未確定残 ― ― ― ―

権利確定後         (株)

前事業年度末 4,280 190 250 50

権利確定 ― ― ― ―

権利行使 ― ― ― ―

失効 ― ― ― ―

未行使残 4,280 190 250 50
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第２回新株予約権
(い)

第２回新株予約権
(ろ)

第２回新株予約権
(は)

第２回新株予約権
(ほ)

権利確定前         (株)

前事業年度末 ― ― ― ―

付与 ― ― ― ―

失効 ― ― ― ―

権利確定 ― ― ― ―

未確定残 ― ― ― ―

権利確定後         (株)

前事業年度末 300 1,340 6,650 1,000

権利確定 ― ― ― ―

権利行使 ― ― 200 ―

失効 ― ― 250 ―

未行使残 300 1,340 6,200 1,000

第３回新株予約権
(い)

第３回新株予約権
(ろ)

第３回新株予約権
(は)

第３回新株予約権
(に)

権利確定前         (株)

前事業年度末 ― ― ― ―

付与 ― ― ― ―

失効 ― ― ― ―

権利確定 ― ― ― ―

未確定残 ― ― ― ―

権利確定後         (株)

前事業年度末 750 500 550 50

権利確定 ― ― ― ―

権利行使 ― ― ― ―

失効 100 ― ― ―

未行使残 650 500 550 50

第４回新株予約権
(い)

第４回新株予約権
(ろ)

第５回新株予約権

権利確定前         (株)

前事業年度末 ― ― ―

付与 ― ― ―

失効 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

未確定残 ― ― ―

権利確定後         (株)

前事業年度末 150 100 180

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― ― ―

失効 ― ― ―

未行使残 150 100 180
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ⅱ 単価情報

２ ストック・オプションの単位当たりの本源的価値の見積方法

収益還元方式と時価純資産方式の折衷法により算定した自社の株式評価額から行使価格を控除して算

定しております。

３ ストック・オプションの当事業年度末における本源的価値の合計額 0円

４ 当事業年度において行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

855千円

５ ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しております。

第１回ストック・
オプション・プラン

新株引受権

第１回新株予約権
(い)

第１回新株予約権
(ろ)

第１回新株予約権
(は)

権利行使価格(円) 50,000 50,000 50,000 50,000

行使時平均株価（円） ― ― ― ―

付与日における公正な評
価単価（円）

― ― ― ―

第２回新株予約権
(い)

第２回新株予約権
(ろ)

第２回新株予約権
(は)

第２回新株予約権
(ほ)

権利行使価格(円) 31,422.3 31,422.3 31,422.3 31,422.3

行使時平均株価（円） ― ― 35,700.0

付与日における公正な評
価単価（円）

― ― ― ―

第３回新株予約権
(い)

第３回新株予約権
(ろ)

第３回新株予約権
(は)

第３回新株予約権
(に)

権利行使価格(円) 31,422.3 31,422.3 31,422.3 46,683.2

行使時平均株価（円） ― ― ― ―

付与日における公正な評
価単価（円）

― ― ― ―

第４回新株予約権
(い)

第４回新株予約権
(ろ)

第５回新株予約権

権利行使価格(円) 46,683.2 46,683.2 32,000

行使時平均株価（円） ― ― ―

付与日における公正な評
価単価（円）

― ― ―
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当事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

１ 費用計上額及び科目名

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

①  ストック・オプションの内容

前事業年度 当事業年度

売上原価 － 4,903千円

販管費及び一般管理費の株式報酬費用 － 10,632千円

第１回ストック・オプション・
プラン新株引受権

第１回新株予約権(い)

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役 ３名

当社の監査役 １名

当社の従業員 14名

認定支援者 ６名

当社の従業員 ４名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 4,800株 普通株式 190株

付与日 平成14年２月28日 平成15年２月１日

権利確定条件 ・対象者は本新株引受権の行使
時に当社又は当社の関係会社
の取締役、監査役、従業員又
は認定支援者であることを要
す。

・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成16年２月１日から
平成23年11月30日まで

平成16年10月26日から
平成24年10月25日まで

第１回新株予約権(ろ) 第１回新株予約権(は)

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役 １名

当社の従業員 ３名

当社の取締役 １名

当社の従業員 ２名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 320株 普通株式 390株

付与日 平成15年８月11日 平成15年10月22日

権利確定条件
・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

同左

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成16年10月26日から
平成24年10月25日まで

同左

第２回新株予約権(い) 第２回新株予約権(ろ)

付与対象者の区分及び人数 社外協力者 １名 当社の取締役 １名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 300株 普通株式 2,000株

付与日 平成16年２月28日 平成16年５月31日

権利確定条件
・新株予約権者は、当社の株式
公開日までに、協力関係たる
地位にあることを要す。

・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成18年１月15日から
平成26年１月14日まで

同左
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第２回新株予約権(は) 第２回新株予約権(ほ)

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役 ４名

当社の監査役 ２名

当社の従業員 22名

社外協力者 ７名

当社の従業員 １名

社外協力者 ２名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 7,380株 普通株式 1,320株

付与日 平成16年９月１日 平成17年１月14日

権利確定条件
・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

同左

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成18年１月15日から
平成26年１月14日まで

同左

第３回新株予約権(い) 第３回新株予約権(ろ)

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役 １名

当社の従業員 ６名

当社の従業員 １名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 1,300株 普通株式 500株

付与日 平成17年９月１日 平成17年10月１日

権利確定条件
・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

同左

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成19年６月28日から
平成27年６月27日まで

同左

第３回新株予約権(は) 第３回新株予約権(に)

付与対象者の区分及び人数
当社の監査役 １名

社外協力者 ５名

社外協力者 １名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 650株 普通株式 50株

付与日 平成17年11月１日 平成18年３月１日

権利確定条件
・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

同左

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成19年６月28日から
平成27年６月27日まで

同左
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＊ストック・オプションの数については株式数に換算して記載しております。

②  ストック・オプションの規模及び変動状況

ⅰ ストック・オプションの数

第４回新株予約権(い) 第４回新株予約権(ろ)

付与対象者の区分及び人数
当社の従業員 ２名

社外協力者 １名

当社の従業員 １名

社外協力者 １名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 300株 普通株式 250株

付与日 平成18年３月１日 平成18年７月１日

権利確定条件
・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

同左

対象勤務期間 対象の定めはありません。 同左

権利行使期間
平成20年２月１日から
平成28年１月31日まで

同左

第５回新株予約権 第７回新株予約権（い）

付与対象者の区分及び人数
当社の監査役 １名

当社の従業員
社外協力者

２名
１名

当社の取締役 ６名

当社の監査役
当社の従業員

３名
24名

株式の種類別のストック・オプションの数
(＊)

普通株式 250株 普通株式 3,200株

付与日 平成19年５月14日 平成23年８月15日

権利確定条件

・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

・新株予約権者は、権利行使時
においても、取締役、監査
役、従業員または協力者の地
位にあることを要す。

・新株予約権行使日の前営業日
の当社普通株式の終値が
32,000円以上であることを要
す。

対象勤務期間 対象の定めはありません。 対象の定めはありません。

権利行使期間
平成21年３月10日から
平成29年３月９日まで

平成25年8月16日から
平成30年8月15日まで

第１回ストック・
オプション・プラン

新株引受権

第１回新株予約権
(い)

第１回新株予約権
(ろ)

第１回新株予約権
(は)

権利確定前         (株)

前事業年度末 － － － －

付与 － － － －

失効 － － － －

権利確定 － － － －

未確定残 － － － －

権利確定後         (株)

前事業年度末 4,280 190 250 50

権利確定 － － － －

権利行使 － － － －

失効 4,280 － － －

未行使残 － 190 250 50
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第２回新株予約権
(い)

第２回新株予約権
(ろ)

第２回新株予約権
(は)

第２回新株予約権
(ほ)

権利確定前         (株)

前事業年度末 － － － －

付与 － － － －

失効 － － － －

権利確定 － － － －

未確定残 － － － －

権利確定後         (株)

前事業年度末 300 1,340 6,200 1,000

権利確定 － － － －

権利行使 － － － －

失効 － － － －

未行使残 300 1,340 6,200 1,000

第３回新株予約権
(い)

第３回新株予約権
(ろ)

第３回新株予約権
(は)

第３回新株予約権
(に)

権利確定前         (株)

前事業年度末 － － － －

付与 － － － －

失効 － － － －

権利確定 － － － －

未確定残 － － － －

権利確定後         (株)

前事業年度末 650 500 550 50

権利確定 － － － －

権利行使 － － 50 －

失効 － － － －

未行使残 650 500 500 50

第４回新株予約権
(い)

第４回新株予約権
(ろ)

第５回新株予約権 第７回新株予約権
（い）

権利確定前         (株)

前事業年度末 － － － －

付与 － － － －

失効 － － － 3,200

権利確定 － － － －

未確定残 － － － 3,200

権利確定後         (株)

前事業年度末 150 100 180 －

権利確定 － － － －

権利行使 － － － －

失効 － － － －

未行使残 150 100 180 －
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ⅱ 単価情報

(注）１ 会社法施行前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。

２ 当社は付与日時点において未公開企業であったため、本源的価値をもってストック・オプションの評価単価と

しております。これらのストック・オプションの当事業年度末における本源的価値の合計額は1,933千円であり

ます。

３ 当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した算定技法

ブラック・ショールズ式

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法

①株価変動性：99.98％（当社上場日から平成23年８月15日までの株価実績に基づき算定しておりま

す。）

②予想残存期間：4.51年間（十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積が困難であるため、権利行使期

間の中間点において行使されるものと推定して見積もっております。）

③配当率：0％（当社配当実績によっております。）

④無リスク利子率：0.34％（予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。）

４ ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しております。

第１回ストック・
オプション・プラン

新株引受権

第１回新株予約権
(い)

第１回新株予約権
(ろ)

第１回新株予約権
(は)

権利行使価格(円) ― 50,000 50,000 50,000

行使時平均株価（円） ― ― ― ―

付与日における公正な評
価単価（円）

（注）１ （注）１ （注）１ （注）１

第２回新株予約権
(い)

第２回新株予約権
(ろ)

第２回新株予約権
(は)

第２回新株予約権
(ほ)

権利行使価格(円) 30,399.8 30,399.8 30,399.8 30,399.8

行使時平均株価（円） ― ― ― ―

付与日における公正な評
価単価（円）

（注）１ （注）１ （注）１ （注）１

第３回新株予約権
(い)

第３回新株予約権
(ろ)

第３回新株予約権
(は)

第３回新株予約権
(に)

権利行使価格(円) 30,399.8 30,399.8 30,399.8 39,691.1

行使時平均株価（円） ― ― 32,350.0 ―

付与日における公正な評
価単価（円）

（注）１ （注）１ （注）１ （注）１

第４回新株予約権
(い)

第４回新株予約権
(ろ)

第５回新株予約権 第７回新株予約権
（い）

権利行使価格(円) 39,691.1 39,691.1 30,753 27,564

行使時平均株価（円） ― ― ― ―

付与日における公正な評
価単価（円）

（注）１ （注）２ （注）２ 15,436
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当社は、本社・研究所及び東京オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る

債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もな

いことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去

債務を計上しておりません。

当社は、本社・研究所及び東京オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る

債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、具体的な移転計画もな

いことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去

債務を計上しておりません。

前事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

当社の事業は、医薬品等の研究開発及び製造販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるた

め、記載は省略しております。

当事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

当社の事業は、医薬品等の研究開発及び製造販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるた

め、記載は省略しております。

(税効果会計関係)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

１ 繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 1,681,369千円

減価償却超過額 15,708千円

たな卸資産 20,593千円

災害損失引当金 1,215千円

その他 592千円

小計 1,719,479千円

評価性引当金 △1,719,479千円

繰延税金資産合計 ―千円

１ 繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 1,420,501千円

減価償却超過額 21,322千円

たな卸資産 20,598千円

新株予約権 5,872千円

その他 385千円

小計 1,468,680千円

評価性引当金 △1,468,680千円

繰延税金資産合計 －千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異については、税引前当期純損失が計上

されているため、記載しておりません。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左

(資産除去債務関係)

前事業年度末(平成23年３月31日)

当事業年度末(平成24年３月31日)

(セグメント情報等)

【セグメント情報】
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前事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

該当事項はありません。

(注)  １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(持分法投資損益等)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

関連会社がないため、該当事項はありません。 同左

(関連当事者情報)

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 8,364.28円 １株当たり純資産額 7,783.22円

１株当たり当期純損失金額 3,599.92円 １株当たり当期純損失金額 1,741.80円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。

項目
前事業年度

(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当期純損失(千円) 555,178 398,003

普通株主に帰属しない金額(千円) ― －

普通株式に係る当期純損失(千円) 555,178 398,003

期中平均株式数(株) 154,220 228,501

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

新株予約権等16種類(対象
となる株式数25,990株)。

第１回転換社債型新株予
約権付社債（額面総額840百
万円）及び第２回転換社債
型新株予約権付社債（額面
総額860百万円）並びに新株
予約権16種類（対象となる
株式数81,660株）。
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前事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

該当事項はありません。

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。

該当事項はありません。

５．その他

（１）役員の異動

（２）その他
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